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1.は じめに(高田 ・苦瀬 ・1皮美)

地区内の物流問題は、路上における荷物の積みお

ろしをはじめとする短時間RJl車の処理についての方

向性を定めるべ く、また、交通需要マネジメント政

策の重要課題となっている 「物流システムの効率

化」を企業内でコントロールできない最末端の物流

についての効果を導き出すべ く、地区単位での交通

管理あるいは交j日計画の中で解く必要がある1門ゥ

そこで、本論文は地区内における端末物流の課題

を克服すべく、実際の現場で端末物流をいかに取 り

扱っているかを事lFlを通して検討し、物流を考慮した

地区交通管理 ・計画への具体化への方策を見出すこと

を目的としたⅢ

2.物 流を考慮 した地区交通管理 ・計画の必要性

と研究の視点(高田 ・苦瀬 ・1皮美)

家庭、事業所、商店、工場など消費者個人や企業

に係わらず、荷物の最終受取人を中心にした端末物

流は、その効率化、省力化を目指すには限界があ

る.そ の理l由は、端末物流がほぼ10o96自動車に依

存しており、限られた都市施設、道路混雑、さらに

は都市環境改善のために貨物車の締め出しなど企業

内でコントロールできない外的要因によるところが

大きいからである。そのため、これらの問題を抜き

に、都市計画や地区計画の問題は語れないような1大

況になってきている.

一方、物流は都市のライフラインとしての役割が

大きく、都市に活力を呼び戻し、都市の再構築のた

めには、端末物流の手当を都市交通計画や都市施設

計画のなかで扱うことの重要性は、徐々にではある

が認識されてきている。しかしながら、端末物流は

経営活動と密1妾な関係にあることも要因となって、

それへの対応は表面的な部分に留まっているのが現

状である。4寺に、道路交通に依存が高い端末物流活

動の対策を考えると、単体での方策のみでは自ずと

限界があるので、都市 ・地区計画の両面から総合的

に講じることが必要である.物 流は民間による個別

活動とは言えども、公共性の高い活動として、いか

に公共側もアプローチしてし了くかが、今後の重要な

鍵と言える。

表‐1 物流を考慮した地区交通計画 。管理における施設整備と規制誘導の対策例

＼
基 盤 整 備 と 施 設 整 備 規  制  と 唇秀 導

施設 (Node) 3こ週E『各(Link) 交通機 関 (MOde) 運用 (Operation) 幣Jtt rcOntron 市 場 fMarket)

輸送

機能

駐車場(建物内 外)

ポケ ント・口~デ ィング ・スペース

公共駐車場(賀4勿車用 スベースの付置)

1員持 ち ・縦持 ち搬送システム

(個別建物内 ・地区内建4勿間)

都心共同集配送デポ

地下運搬通路ネ ントワ~ク

物流車専用路線

(アクセスの確保)

トラック駐停車 レーン

歩道の連続化

背害]り道路

デュアルモー ド・トラック

集配送電気自動車

(地区内集配送用)

搬送用機器

(チユープ・パレット等)

・共同集配送

・トラック優先レーン

(時間帯専用等)

.通 行規制 ・賦課金
(7Tt入・通行等)

役

能

一何
機

建物内荷捌き施設

大規模建築物付置義務荷捌き施設

建物問共同両捌き施設

{地区 .プロンク・雑居ビル)

路上 トラック ・ベイ

ローディング ・ゾーン

パーキング ・メーター

(貨4勿車用)

・荷役機器付 トラック

(昇降式等)

・共同荷役 ・荷受

・共同荷受スタッフ

・荷役時間規制

・駐停車規制
。トラック・タイム

(テ・ユアIll―芍

・駐停車料金

・分単位オ‖金

(′ヽ・‐キンク・メーター)

情報

機能

情報センター 道路情幸Eシステム

駐車場案内システム

サテライト・ハ・―キンク・・システム

(トラック呼出システム)

・運行管理システム

・貨物追跡システム

・配車ルー ト計画
.集荷情報共同化

・最適経路誘導 ・情幸E利用料金
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とはいうものの、端末物流を地区 ・都市計画の中 路上を容認することで特典が与えられる。さらに、

で扱った経験が少ないこともあって、十分な対応が デポ、建物、駐車場を結ぶ地下運搬通路のネット

できていないのが現状である.そ こで、本研究では ワークが整備されれば、理想的な地区物流の交j□整
これまで企業が工夫してきた物流改善のシステム、  理も可能となる。このように、端末物流を都市、地

駐車や情報システムの構築の中で物流に関連するシ 区といった面で受けとめる場合、その対応は物理的

ステムを 「物流を考慮した地区交通管理 ・計画」の 空間と時間的空間の両面から、基盤施設整備と合わ

立場から表‐1のように整理してみた。       せて運用計画も含めた複合的な視点が必要である。

まず、物流を考慮した地区交通管理 ・計画を進め  ここでは、調査、解析、計画、政策提言を含めな

ていくうえで、基盤整備計画や施設整備計画と規市J がら、企業における集配送効率化のための運用計

や誘導による管理を輸送、荷役、情報といった対象 画、端末物流特性を考慮した都市 ・道路施設資源を

機能を軸に、取り組む視点を整理した3").     対象とした施設整備計画を取り上げることとした。

本来、都市内物流の秩序化に狙いがあつた物流施

設の郊外化の効果を発揮するには、端末物流のため

の支援施設の整備とその運用管理を図る必要があ

る.地 区交通管理 ・計画に物流を配慮するために

は、貨物車用の駐車、待機、荷捌き等の物理的にも

時間的にも空間占有率の高い、これらスペースの整

備が基盤となる.原 則的には個別の建物で受け持つ

べきであるが、当面は月極や一時預かり等既存駐車

場の有効利用での対応も必要である。その一方で、

都心地区へのアクセスを確保することが必要で、 ト

ラック走行路線の確保という視点からの道路整備が

求められてしかるべきであると考える.さ らに、本

来は路外で荷捌きを受け入れることが前提である

が、アクセス機能の有する地区内道路上での積みお

ろしは、ローデイング ・ゾーンや トラツク ・ベイの

計画等、その行為を認知して
'寸

‐
応する必要がある。

さらに、郊外の刊ターミナルとの中継基地とし

て、駐車スペースに加えて、荷捌き設備、効率的な

地区集配送活動のための情報センターとしての機能

を持ち合わせた都心共同集配送デポを整備する必要

があるⅢしかし、単独でデポを建設できれば理想的

であるが、相当困難が予想されるので公共駐車場と

の併設や大規1莫建築物内への組み込み等の方法での

1寸応が考えられる.た だし、公的施設整備のために

は共同集配送システムの導入が前1是となろう.特 定

地区への集配送カリそ同化すれば、環境対策として低

公害車の導入も容易となり、路上駐車を免除するな

どの1古置もとれる.そ のためにも、 「物流整‖il也

区」なる地区指定が都市計画決定でき、デポ等の端

末物流施設を整備することができれば、配送側と建

物側には義務が言ltせられる一方で、公共側が施設と

3-1 輸送効率化手法とその事例(西本)

(1)は じめに

製造業は、高まる消費者ニーズと沈滞する経済状

況の中で、量的拡大への対応からサービス向上およ

びコスト削減へと方向転換を強いられてきた。この

業務改革の土台となるのが、モノの流れに着眼し調

達から生産、物流、販売までの活動をトータルで最

適化しようというロジスティクスの考え方である.
(́章においては、車含配送コントロールに着日し、

輸送計画問題とその解法について、A社 における事

例をもとに述べるものとする。

(2)輸 送の効率化手法

1)輸 配送計画問題は、大きく2つの領域の問題か

ら成り立つ。1つは車輌の運行経路の最適化を図る

部分であり、もう1つは、車輌の運行スケジュール

の最適化を図る部分である。現実には、両者を加味

したVRSP(VehiCIC Roulng Scheduling Planning)問題

を解かないことには、車輌のi工行効率を向上し、結

果としてコストを削減することはできない。

VRSPに代表される複雑な組合せ最j芭化問題に対

する解法として近年研究がiLめられてきたのがメタ

ヒューリステイックス と`呼ばれる領域の解法である.

図‐1に示すように、 「輸送」については複数の工

場から複数のデポにモノを配る(Multi‐DcPol型)ケー

スも多々あり、このようなMulti‐Depot型の問題を効

率良く解くためには、多角輸送やドッキング輸送の

考え方を前1足としたロジックを組むべきである.

(3)A社 の社内輸送問題

1)A社 における社内輸jX実態

A社は近畿圏に生産品日の異なる3工場を持ち、
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図‐1 効率ルー ト設定

50余りある支店より近畿圏の各納品先に配送を行

なっている。以前は3工場から50の支店に対する社

内輸送は、各工場から支店にモノを運んだ車輌がそ

のまま空で戻るビス トン形式を中心に行なわれてい

た.し かし、多角的輸送ルー トを設定することによ

り、車輌のi三行効率を大幅に向上させることが可能

となる。

2)A社 社内輸送における新たな課題

納品先に対するサービス向上、支店在庫の削減、

支店納入のЛT化が要求されるようになり、この輸

送計画問題は効率的多角輸送ルー トの設定に加えて

支店での受入時間市J約 も考慮に入れた運行スケ

ジューリングまでを行なうネ見雑な問題となっていた。

3)A社 における輸送計画の策定

A社 における輸送問題は3つの工場から50の支店

にパレット単位で輸送を行なうMull‐DepOt型の複雑

な問題である.そ の他にも制約条件として、a)支店

の受入時間指定 b)宵 積及び早朝至1着時間指定

c)工場及び支店での車輌集中回避 d)車輌稼動可能

時間 e)工場別車種別車輌保有台数 等がある。

本論ではこの問題にlllし、以下に示す(1)～(ili)

の手法から構成される改良型のアルゴリズムをlili築

したⅢ

(i)整 数計画法による空車距離最小化

実際には複数車種への対応,パ レット単位有I給

による端数分の支店i螢回ルートヘの対応といった

問題があるため、り、下の手順を踏むことにより、

本問題を整数言1画モデルに落し込み、最j芭な輸j基

ルー ト711の生成を行なった。

① 複数1lTTへの対応

11中両を千Fil伐能力に応じてグループ化し、容量

の大きいグループより順次ルートを生成する。

② 支店i螢回ルートヘの対応

各支店への補給量のうち端数となった分につ

いて、a)支店問距離が比1交的短いこと b)最大

積載重量を越えないこと を条件に結び付け、

支店巡回ルートを生成する。

(li)パ ツキングアルゴリズムによる初期解の生成

(1li)メタヒューリステイックスによる解の改良

4)提 案解法による試算結果

提案解法による実施結果を表‐2に示す.

表‐2 提案解法による実施結果

従来値

(4)ま とめ

「輸送」の効率化は、物流コスト削減という効果

だけでなく、大型車輌の削減による渋滞緩和、大気

汚染抑制、エネルギーの有効利用といった社会的な

意味での効果が期待できる。またこのような手法が

より効果をあげるために

'工

行所要Π寺間が正確に予測

できるインフラの整

“

iが重要である。

3‐2 山間部等低密度人口地区における共同配送

の導入(大島)

(1)は じめに

近年、宅配便に代表される消費者物流サービスの

向上によって、国民生活の利便性は、着実に向上し

ている。しかし、都市部やその周辺への人口流出に

よって増加している山間部等低密度人口地区では、

貨物量が少なく、配達先間の距離が離れており、ま

た、道路幅員が狭く起状が多いことに加え、冬j明の

積雪や凍結などの問題がある地域もあることから、

運送事業者は、都市部に比べて輸配送効率が著しく

低くなるという「]題を1包えている.

このような問題に対応するために、96年度より新

潟;工輸局が中心となって、管内の特別Tii合せ運i塗事

業者を対象に当該地域における共同配i塗導入につい

ての調イiがi笙められているところである.

提案解法



(2)共 同配送の導入意向

96年度は、まず管内の特別積合せ運送事業者の全

事業所を対象に共同配送導入の意向についてのアン

ケー ト調査(回答率59.7'6)を実施 した。その結果、

今後集配の共同化を促iLしたいとの意向を示した割

合は、長野県で489r)、山形県が45%)、新潟県が28

96、秋田県が219(1であり、特に長野県や山形県で共

同化意向が高いという結果が得られた。

(3)モ デル事業の検討

同調査では、共同配送の対象地区として、かねて

からlllD新潟県 トラック協会小千谷支部で検討が進め

られていた新潟県津南町の秋山郷地区を選定し、こ

れに参加する意向を示した4可i(日本通運仰、中越運

送帥、新潟運輸的、llD東武運輸新潟)の協力 を得

て、具体的な共同配送導入の検討を進めてきた.

秋山郷地区は、長野県との県境に位置する人口

5CIClノ、ほどの過疎地域で、共同配送に参加する意志

を示した4社合計の小口貨物(宅配貨物と商流貨物の

双方を含む)の配itt iEl数は、年間1,H llEl(95年度)で1

日平均3.71固とごく少量にj凸ぎない.し かし、個別

運送事業者による配送では、一運行当たりの輸送コ

ストは5,000～10,000円を要しており、事業の採算性

が極めて悪いというのが現1大である。共同配送を実

施する目的は、貨物の集約を図るとともに、集配車

両の総台数を削減させることによって、サービスレ

ベルを低下させることなく輸送コス トの削減を実現

し、これによって事業の採算性を高めることであ

る.検 言」の結果、97年4月から1年間にわたり共同配

送モデル事業を開始することとなった.な お、モデ

ル事業の概要は、次のとおりである。

①対象貨物:小口貨物のうち主に宅配貨物

②集配体1川:各社が午前中に日本通運十日町ター

ミナルまで持ち込み、午後日本j■iエ

の車両で配送する。

③委託料金:1個1,000円(冬期1,200円)

に)今 後の課題

秋山郷地区をはじめとする山間部等低密度人口地

区においては、今後も貨物の増加はあまりllJl待でき

ない。しかし、事業の採算性を高めるためには、貨

物と集n・Lll両の集約による共同化の検討が更に必要

である。

なお、本年度は、調査の第2段階として、長野、山

形、秋田の各県においても、共同配送地域の選定や

具体的な方法の検討など、共同化拡大に取り組んで

いく予定となっている。

4‐1 商業 ・業務地区における路上駐車対策(菅原)

(1)調 査概要

本調査は、路上駐車が一般交通のj亜行を阻害して

いるような路線とその周辺地区として、大都市の商

業 ・業務集積地区を対象に、路上駐車需要の特性や

道路機能に応じた即効性のある個別施策を検討し、

それらを一体的に実施する短期施策として提案する

こ_とを目的に、図‐2に示すステップに従つて検討し

たものである。検討対象地区は半径約150mの商業

系と業務系が混在する総延床面積が約34万m2の命こ囲

で、道路延長は約2.6klnである。

図‐2 調査検討ステップ

(2)駐 車実態の把握

1)路 外駐車場の利用状況

↑当該地区の路外肌L車場収容可能台数約930台に対

して、平日のビーク時(午後2時)には約3害1の空きス

ペースがある.

2)路 上ll1111の実態

当該地区には、約70台のパーキングメーターカ澪先

置されているが、 ピーク時(午後3時)の路_L駐11台

数は約290台であり、220台は違法サト車である.路 上

駐車の5496が荷捌き車であり、荷|〃IFにの占める率は

午前の方が高い.

3)駐 1111性の違い

平均I111時間は、路外駐11で約90分、路上駐11で

約25分である。また、駐Tに場所から目的地までの距

駐車実態等の把握

路上駐車実態 路外駐車実態 交通状況

駐車需要の受入れ可能性検討
(路外駐車への転換可能性)

路上駐車施設の配置検討

駐車需要処理!可能性の検討

整備効果に関する検討と課題の整理



離分布は、路クト駐車の約7害1/J3ゞ00m以 内、路上∬11車 (6)今 後の検討課題

の9害Jが30mり、内である.

(3)駐 車需要の受入れ可能性検討

路外及び路上の駐車実態から、現在の路上駐車

を路外駐車場に転換させるための条件を以下のよう

に設定し、条件に該当する約80台の路外への転換が

可能か検討し、路上駐車施設不足量を試算した.

・荷捌き車 :駐車時間が30分以上で、半径30m以

内の範囲に時間貸平面駐車場がある

・荷拐l以外 :駐車時間が30分以上で、半径3∞m以

内の範囲に時間貸駐車場がある

(4)路 上駐車施設の配置検討

短時間(30分未満)の路上駐車は、交通1大況に十分

留意した上で路上lll_車施設を整備して処理を図る

という方針の基で、幹線道路における歩道切込型

の路上駐車施設や、カラー舗装等により歩行者交

通の安全性にも配慮した地区内の路上駐車施設

等、約90台分の配置について検討した。

(5)駐 車需要処理可能性の検討

現在の路上駐車に対して、既存の路外駐車施設

への転換や路上駐車施設等の整備を図つてもピー

ク時には約120台分の駐車スペースが不足する.現

在実施している違法路上駐車の取締りの強化や、

荷拐1きを午前中に行うなど駐車時間の平準化、物

流の効率化による荷捌き回数の削減による駐車需

要の抑制が必要であると考える。路上荷拐1車の駐

車時間変動と路上駐車施設の需給バランスから、

路上駐車の約596が駐車時間の平準化で対応可能で

あり、また、路上における2回以上の荷捌きを1回

減らせれば、約2害1の路上荷捌き駐車需要を抑制す

ることが可能であることカツつかった.

本調査は、駐車実態からみた駐車施策の検討であ

る。そこで、今後は路上駐車の原因者である事業所

や運送事業者に対するヒアリング等から、荷拐1き需

要の構造を把握し、それらと駐車需要の関係を考慮

した施策の検討が必要である。

4‐2 京阪神都市圏における路上荷捌き駐車

の現状(長谷川)

(1)は じめに

京阪神都市圏交通計画協議会では、企業の生産・

流通システム再編の動きやそれに伴う都市交通の変

化動向を的確に把握し、それらを適切に誘導するた

め、物流の変化動向や企業ニーズを把握する対企業

調査と都市内物流の定量的な把握を目的とする対事

業所調査を実施した.本 章では、対事業所調査の一

環として行われた貨物車運行調査結果より把握でき

る京阪神都市圏での荷捌き交通の実態について記述

する.

(2)実 態調査の概要

表‐3は京阪神都市圏における物資流動調査のlll要

を示したものである。実態調査は95年度に訪間配

布・訪問回1又で実施した。調査対象としては対事業

所調査で抽出された事業所が常用する貨物車とし、

貨物車特性、貨物車運行特性、荷捌き1寺性(横持ち

距離、手段、相手先施設)などについて調査した.

なお、サンプル数は合計約7,000サンプル、拡大後

で約36万5千台に相当する。

(3)調 査結果の概要

駐停車場所と運搬手段の関係を把握すると、積よ

りは卸で、駐停車場所計よりは路上(111料)で積み卸

表‐3 京阪神都市圏における物資流動調査の概要

調査系列 調 査 種 別 調 査  項 目 調 査 対 象

対事業所

調査

事業所概要調査 業種、従業者数、敷地面積、貨物車常用台数 京阪神都市圏に立地する製

造業、卸売業、各種商品小

売業、陸運業、倉庫業の約

4,100事業所
発着物資調査 鳥日、重要、荷姿、相手先所在地、輸送手段

貨物車運行調査 車種、業態、最大積載重量

駐停車場所、施設

積卸貨物品日、重量、手段、横持ち距離

上記事業所が常用する貨物

車約 7千台

対企業調

査

企業アンケート調査

震災影響アンケート調査

事業所一覧アンケート調査

ヒアリング調査

物流の変化動向、物流システムの再編意向

震災被害の内容、今後の震災対策

物流関連事業所立地場所、立地年代、機能
(アンケート調査のフォロー)

日本を代表する企業約 100

祖:



しした方が、手や台車などを用いた人力での荷捌き

の害l合が多くなっている.

図‐3は荷捌き距離(横持ち距離)と駐停車場所の関

係を示したものである.搬 出入先の施設内や路上

(無11)に駐停車している場合はo～20m程度の比較的

短い距離のが主流となっているのに対して、共同荷

捌き場は20～50mのやや長距離の荷捌き距離の割合

がもっとも多くなっている.こ のことは、施設」亡Fi

による荷捌き駐車場の確保に対しては、利用者は利

用意向を示し、荷捌き距離が長くなっても利用する

ものと考えられる。

距離帯ランク

ー
拙 入えのだ晨内

―
共同荷Bき ■

―
路上 (薫科)→ ← その他

図‐3 駐停車場所別荷拐1き距離帯別積卸回数分布

積卸重量と駐停11場所の関係を1巴握すると、全駐

停11場所計に比べて路上(無料)に駐停車した場合は

積卸重量が小さい傾向にあり、I各上荷捌き駐車は軽

量物資の中f〕配i圭時に多く利用されていることが認め

られる

(4)ま とめ

京阪刊1都市圏における荷捌き、特に路上荷拐1き駐

停llの」見1人について把握することができた.。 また、

駐停車場河i別の集言|の結,t、共同荷捌き1鬼:車場につ

いては目的地までの距離がやや遠くても利用されて

いることがわかった. こガ■は、 71『拐1き1lL車場が]ζ‖|

さオt′tば、iキヤ拐|き『[高性がl,びても不」用されることを

示唆しているものと考えられる.

5 道路の再構築と物流交通への対処(千葉)

(1)は じめに

東京の下‖」は、大Лl12年の1月東大震災によって大

部分がちt失した.先 人達は、天災に対する」危弱性を

反省し、防災やコミュニティ形成等に配慮した湘;市

言|「「|をり[行したⅢ

僣flての11格を形成する韓i泉道r各14はこの時に完成

し、4 に`脈々とその機能を継承 してぃる。いわゅ

る、グリッド状の街路形成、階Fii的な道路fイ(系、llltil

員の確|アtがためされている.,

しかしながら、70年り、上の年月を経、モータリ

ゼーション等の革新的な環境変化により、 “みち
Ⅲ

に要求される役割や1機能は大きく変わり、リノベー

ションが必要となっているふ

本章では、 「物流を考慮した地区交i亜計画」を詞
議する話題|メ[供として、このような 「Ji身のまち」
の姿を紹介する.

(2)“ みち"の 役割の変化と物流

計画時点では、幹線道路の主要な役割は、まちの
′円・格形成、延焼防止帯および路面電11等の敷設空間
確保であった.東 京市の自動車保有台数が400台弱
の時代であり、交通量のl「I念はなかったが、供用後
の状況をみると、写-1の中↑満t第一号街路(Π召和j亜り)
に示すようにトラフィック・アクセスの両機能を満

足している..

写‐1 昭和初期の道路利用状況

その後、モータリゼーションや剤;市|‖j上の変化を

受け、重交j亜を捌 く交j亜機能と同口なに、||:会空間と

しての機能の両lたが必要となったⅢ

l勿流に[|をほじォ■ば、封|1末物流の最1冬到ボF地とし
て、ゴミの11又集や郵|こ配i立も含め、多fTl多月]な物流

交j亜がJ6生 ・集中するようになり、その甲:も飛‖‖的

に
'曽
大した.

他ブ, “みち
Ⅲ
は、 i□行り、クトの余|′lft(しろ)で荷1別

きを処理性できたため、特段、荷捌きのための施設を

1笙‖Iすることは行われてこなかった.す なわち、
“まち
Ⅲ
も “みち"の アクセスF(能にlnつて形成さ

れてきたといえる.

しかしながら、写-2の中↑線道路に示すように路|‖

泄
・■

■
小
Ｆ
　
　
一

ｔ

‘
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■
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は駐車の場所として利用]され、交通量の少ない地区

内道路の中には、パーキングメーターが設置され、

駐車場と化してしまったものもある。

写‐2 路上駐車の状況

(3) “みち
"の リノベーション

荷捌き附置、ローデイングベイ設置等によって荷

捌きのための場所を確保しようとしている。

しかし、道路本来の使い方を省みる必要があるの

ではないだろうか.路 IFlは、本来、どのように使わ

れるべきなのか.自 1転車までを通行させなければな

らなくなつた歩道をベイ確保のために縮小すること

が呆たして妥当かⅢ荷捌き場所から各建築物までの

処理は不要か.

“みち
¨
の道路|lri生としてのリノベーションに加

え、そのi王用方法も再構築しなければ “みち
¨
の機

能確保は颯iしい.さ らには、 “まち
"、 “みち"、

そこに発生する “交通
¨
を一体的に捉え、交通計画

を

`予

う必ヽ要がある=

6 端末荷捌施設整備の考え方と導入事例(重永)

都心商業 ・業務集積地区では、路上駐車等の道路

交j亜1綱題が顕在化しており、1寺に積卸等の路上での

荷捌活1/1」が大きな影響を与えている。ここでは、

図-4に示す端末荷|ガ1施設整‖Iの考え方とその導入彎1

例について紹介する.I

(1)端 末荷|'1施設11‖Iの考え方

1)施 設
'寸
応型 :              ,

li捌施設は、本来、荷|サ1活動の原|コ者が各々の施

設でilけることが原則であり、まず施設での対応が

1可能かどうかを検討する必要がある.大 規模な商業

施設や11務Diビルでは自前で荷|サ1施設を設けている

場合が多く、例えば五番山i lLl武(札中尼)では、地下4

図-4 端末荷捌施設の整備手‖順

階に荷受施設を設け、貨物11は1階の出入口からエ

レベータで乗り入れ可能になっている。

2)共 同荷捌場(地上):

ところが、現実には都心部の土地利用は細分化さ

れており、荷受け側の敷地内で荷拐1スペースを確保

することが困州[な場合が多い.こ のような場合に

は、商店街のような単位での整備iを考えるととも

に、まず路外でのスペース確保の可能性を検討する

必要がある.自 治体で整備した例として、片町暫定

荷捌場(金沢市)があり、市が取得した土地に5区画の

荷捌専用駐車場を整‖iしている..

3)ロ ーデイングベイ・貨物車用パーキングメータ :

路外での荷捌スペースの確保が困引[な場合は、道

路幅員の余ネ||を調査し、ローデイングベイや貨物車

用パーキングメータの設置を検討することが考えら

れる.ロ ーデイングベイは、国内では大J■や平塚駅

前商店街で、海クトではダラス(アメリカ)やエッセン

(,ドイツ)で整‖Iされている.貨 物車用パーキング

メータは、国内では岐阜駅前商店街、天神地区(福

岡)および日本橋lit山田」
‐
(東京)等に整‖iされている三,

4)共 同荷捌場(地下):

路上に荷|:|スペースを確保できない場合には、そ

のスペースを地下に求めることになる.こ の場合、

まず路外にその空間を求め、確保が困州[な場合には

道路空間内で検討するという手川Πとなる。ダラスで

は公園地下に積釧〕バースを整‖Iしており、ロチェス

ター(アメリカ)では道r各下に11鮒iしている事|'いゞある..

5)lflサIIに11施設の附|こ義務化 :

長期的視T予に立って路上での荷捌を減少させる対



'1と

して、荷捌1斑:j11施設の剛置義務化が挙げられ

る.]94FF l月に標4L駐車場条例力記え正され、荷り|ルL

ll施設が「月確に位置づけられたが、各自治体で順次

条例を改正することが望まれる.iliJ外ではダラスや
パリで荷捌ILll施設の「∬i■義務化を実施している.

(2):‖t題

荷捌施設の整備は民間であるのが原口」であるが、

土地利用上国贅性な場合やi堂路交通の1嘔蜂力ヽ :tしい場

合には、公共が聞与する必要がある。この場合、ど

のようにして公共が関与する地区を決定するのか、

整餌i費用の分担はどうするのか等の課題がある.乗

用車を主な対象とする1菫:Iに場整付i地区と同様、貨物

車を対象にした端末荷拐1施設整‖i地区のような地域

地区を定め、その中でlT々の対策を講じることもひ

とつの方,tである.

7.お わりに(高田 ・苦瀬 ・岐美)

各事例で得られた知見から 「物流を考慮した地区

交i亜管理 ・計画」の具体化への課題を整理Lすると次

のとおりである.

1)デ ポ配置による効率ルー トのアルゴリズム構築

は、積1支率、稼働率上打といったi工行効率化のみ

ならず、総車両台数の減少といった道路交通混雑

緩和への寄与からも効果が得られる.た だし、運

行l l ttHttFりをiE確に予洲|するための方ウt、さらに

は交通路整‖Iが課題である,,

4)ルI'111、1置lと1妓|1川1劇「との関係から共同荷1別き施

設の適IJ:配ど1のための|」断材11が得られたことな

どから、地区物流言|1山|・41)JI!のためには端末物流

特性など定量:的な把握をするためにも実態調査手

法論を|ル築していく必要があるⅢ

5)端 末物流活」lJの参入など道路利用が多目的に変

化してきた時代背景を受けとめ、いかにして物流

を “みち
¨
、 “まち"の 中で捉え、言1画に組みj△

んでいくべきか、物理的空間と時間的空間の中で

考慮する必要がある。

6)端 末荷捌施設lζ備については、物流量の密集す

るところで、原因者負担とするだけでは混乱を助

長することになる.そ のためにも、共同スペニス

や路上積みおろしベイなど共同lζ‖Iをいかに進め

ていくか、すなわち地区さらには者「市計画の中で

物流を管理運用する必要がある.

地区での最終消費者への端末物流活動は自動車交

通への依存度が高く、その活動にはツiみおろし行為

を伴うために大部分は路上1斑:1lF]題として表面化し

ている.そ のうえ、端末物流の生産性と効率はj直路

混雑に大きく左右されるが、物流需要の1曽大に対し

て道路交通容軍:のよ申1加で即女」応することは困州Fであ

るように、現行法や現行政システムの中での文J応に

は限界があることも指摘される.そ のためにも、地

区交通への負担を少しでも幡llltするためのシステム

|‖築に向け、物流を考慮した地区交j亜管理、地区交

通計画の具体化への方策について、よリー層検討す

る必要がある.

5)雪11Л一オ|「イ雨:出「散|‖造とアルゴリズムⅣ、 ;iftll`it
iJ:、 pp 171～230、 95,

6)鳳1川隆夫著 :トータル ロジスティクス、lT:業]]↑
会、Pp lo9 1ヽ 2 8、95

2)物 流量の集積した都市部に比べて人口低密度地   今後は、物流システムの改変とともに者「市、さら
域、いわゅるi凸疎地l_tでは|`)配iX効率が悪く、ll ii には地区単位での面的な細み合わせ施

"tと

して、総
i送コストの_L昇に影響を及ぼしている.そ こで、  合的に取り細む必要があることを強 「lしてまとめに
共同化すると効果が高いと言われているが、企業  かえたい.

の11業採,「IJ:を高めるためにもモデル実験をJ llし

て効果を検訓:していく必要がある.       参考文献

3)駐 il二場1な‖1言1画では、30分未満の路上Ⅲl11需要 1)サ|サプ(1勿済じと者に1了:者卜1,言I Tl、 No 198、 96-1
はえJ応されていないことから、liLllllキ問長を基  2)都 1丁内物流の集配ilの効率化に関する1,「究 :日本交j亜

政力t研究会、A-213、97-1に、現在17111需要を路 11から路クトヘ1云換すること
3)都 市内物流にlηする1り「究―‖;ilJ内物流における共同化

のlJ能IJ:を需給バランスから検言寸し、適IEな施設 の課題と‖「進方策―:日本交通政Йt百,「究会、A‐161、
配置「I Llをたてる必要がある.一 方で、端末物流  93-8

4)端 末物流と地区交i亜言l mi_地区物流il画の耐■1をめざ需要の平岬:化、削‖t化のための集円こ,Xの運用を検 して―:」ittil llttT'「究 ,i片演集、NO 19(I)、PP 625～
刊する′∠、要がある1                  632、 96-H


